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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期
第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

第62期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 52,619 39,261 31,322 20,285 118,684

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
949 670 685 △51 3,140

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（百万円）
982 538 754 △107 1,487

純資産額（百万円） － － 16,481 17,526 17,005

総資産額（百万円） － － 93,163 60,281 75,323

１株当たり純資産額（円） － － 411.98 439.23 425.16

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失(△)金額（円）
30.32 16.63 23.29 △3.33 45.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 17.6 29.1 22.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△484 3,401 － － 3,321

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△322 △346 － － △563

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,706 △5,403 － － △3,912

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 7,219 6,223 8,574

従業員数（人） － － 1,546 1,530 1,533

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第63期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株

式は存在しますが１株当たり四半期（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。　

４．第62期第２四半期連結累計期間、第63期第２四半期連結累計期間、第62期第２四半期連結会計期間ならびに

第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,530    

（注）従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,068    

（注）従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

当第２四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日)

前年同四半期比（％）

土木建設事業（百万円）　 12,468 －

建築建設事業（百万円）　 13,088 －

製造事業(百万円) 124 －

その他兼業事業(百万円) 397 －

合計(百万円) 26,078 －

(2)売上実績

当第２四半期連結会計期間の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日)

前年同四半期比（％）

土木建設事業（百万円）　 12,068 －

建築建設事業（百万円）　 6,976 －

製造事業(百万円) 124 －

その他兼業事業(百万円) 1,116 －

合計(百万円) 20,285 －

（注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記

載しておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。　

当第２四半期連結会計期間

国土交通省 2,382百万円　 11.7％　

(3)売上にかかる季節的変動について

当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業においては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会計期間

に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期

連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注高、売上高、繰越高

 期別　 種類別　
期　首

繰越工事高
(百万円)

期　中
受注工事高
(百万円)

計
(百万円)

期　中
完成工事高
(百万円)

期　末
繰越工事高
(百万円)

前第２四半期

累計期間

(自平成21年

４月１日

 至平成21年

９月30日)

土木工事 69,018 15,485 84,504 24,000 60,503

建築工事 42,634 12,264 54,898 20,808 34,090

工事計 111,652 27,750 139,402 44,809 94,593

製品 2,853 1,066 3,920 2,544 1,375

不動産事業 － 737 737 22 715

兼業計 2,853 1,803 4,657 2,566 2,090

合計 114,506 29,553 144,060 47,376 96,684

当第２四半期

累計期間

(自平成22年

４月１日

 至平成22年

９月30日)

土木工事 46,411 19,369 65,780 20,018 45,761

建築工事 31,892 19,754 51,647 14,191 37,455

工事計 78,303 39,124 117,427 34,210 83,216

製品 467 728 1,196 561 634

不動産事業 715 23 738 738 －

兼業計 1,182 752 1,934 1,299 634

合計 79,486 39,876 119,362 35,510 83,851

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高にその

増減を含んでおります。従って、期中完成工事高にもこのような増減が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日)

土木工事 5,382 4,352 9,735

建築工事 △24 5,708 5,683

計 5,358 10,060 15,419

当第２四半期会計期間

(自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日)

土木工事 5,032 5,897 10,929

建築工事 158 12,830 12,988

計 5,190 18,728 23,918

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第２四半期会計期間

(自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日)

土木工事 6,711 6,760 13,472

建築工事 69 13,393 13,462

計 6,781 20,153 26,935

当第２四半期会計期間

(自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日)

土木工事 6,506 4,108 10,615

建築工事 445 6,469 6,914

計 6,951 10,578 17,530
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（注）１．完成工事高のうち請負工事５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前第２四半期会計期間

国土交通省　 国道９号新日野橋下部工事　

独立行政法人　鉄道建設・運

輸施設整備支援機構
成田高速線、松虫川橋りょう外１８箇所（ＰＣけた）　

日本医療サービス㈱　 （仮称）山王メディカルプラザ新築工事　

三菱伸銅㈱　 圧延設備起業推進プロジェクト工事　

大阪市　 佃～大和田幹線下水管渠築造工事（その１）　

当第２四半期会計期間

中日本高速道路㈱　 第二東名高速道路　田場沢川橋（ＰＣ上部工）工事　

西日本高速道路㈱　 阪和自動車道　紀ノ川橋耐震補強工事　

茨城県常総市　 ２０国補道交第１－１号　つくば下総広域農道橋上部架設工事　

大成建設㈱ 東京国際空港Ｄ滑走路建設外工事のうち桟橋２工区工事　

財団法人　東京都新都市建設

公社　
東池袋地区沿道まちづくり代替床施設整備事業新築工事　

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

前第２四半期会計期間

完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

当第２四半期会計期間

国土交通省　 2,380百万円　 13.6％　

④　手持工事高（平成22年９月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 26,301 19,460 45,761

建築工事 1,421 36,033 37,455

計 27,723 55,493 83,216

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

国土交通省 成瀬ダム国道付替１号橋上部工工事 平成23年11月完成予定

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路生平橋他２橋（ＰＣ上部工）工事 平成24年５月完成予定

東海旅客鉄道㈱　 延伸区間軌道設備製作ほか 平成24年６月完成予定　

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路　北新戸橋他２橋（ＰＣ上部工）　 平成25年１月完成予定　

独立行政法人　鉄道建設・運

輸施設整備支援機構
北陸新幹線、富山軌道スラブ製作運搬　 平成26年２月完成予定　
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２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

(1）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間における国内経済は、金融危機に起因する急激な落ち込みから脱却し、回復傾向を辿って

いるものの、デフレの影響、厳しい雇用情勢、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより景気がさら

に下押しされるリスクが強まっており、不安定で厳しい状況が続いております。

建設業界におきましては、民間設備投資の持ち直し感はあるものの、国内の公共事業関係費本年度予算（当初）は

前年度（補正後）比18.3％減となっており、公共投資も総じて低調に推移していくものと予測され、依然として先行

き不透明な厳しい経営環境が続くと思われます。

このような経済状況のもとＰＣ技術を基軸とした総合建設業としての当社グループは、一昨年より取り組んでおり

ます「リカバリーピーエス三菱」のスローガンのもと、事業規模が縮小しても利益の出せる体制・体質を作りつつ、

昨年度に続き、今年度も黒字化の達成に向けグループ企業一丸となって懸命に努力してまいりました。

当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高202億85百万円（前年同四半期比35.2%減）、営業利益１億22百万円

（前年同四半期比83.9%減）、経常損失51百万円（前年同四半期６億85百万円の利益）、四半期純損失１億７百万円

（前年同四半期７億54百万円の利益）となりました。

　なお、当社グループの主たる事業であります土木建設事業及び建築建設事業の売上高は、工事の発注が下半期、特に

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工

事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、公共投資が昨年と同様に低調に推移しております。受注高は増加しておりますが、前期繰越工事が

減少しており、売上高は130億90百万円、セグメント利益は15億９百万円となりました。

建築建設事業は、民間設備投資の先行きは不透明であり、不動産市況の低迷等、厳しい市場環境が続いております。

受注高は増加しておりますが、前期繰越工事が減少しており、売上高は71億19百万円、セグメント利益は４億94百万円

となりました。

製造事業は、売上高は11億18百万円、セグメント損失は25百万円、その他兼業事業は、売上高は12億18百万円、セグメ

ント利益は75百万円となりました。　

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益を記載しております。

　

（独占禁止法違反による排除措置命令について）　

当社は、国土交通省関東地方整備局及び同近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレストレスト・コンクリート

による橋梁の新設工事の入札に関し、平成16年10月15日付で公正取引委員会より独占禁止法の定めに基づく排除勧告

を受けました。当社は同勧告を不応諾として、平成16年10月19日付で勧告不応諾書を提出し、平成16年11月18日付で審

判開始決定を受け、審判を行ってまいりましたが、平成22年９月21日付で同委員会より上記３件の排除措置を命ずる

審決を受けました。当社はこれまでも、法令及び企業倫理の遵守に取り組んでまいりましたが、本審決を厳粛に受け止

め、当社グループのコンプライアンス体制の取り組みをさらに徹底・強化してまいります。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

 7/32



(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、62億23百万円となり

ました。　　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果、使用した資金は21億４百万円（前年同四半期比42.2%減）となりました。これは主に売上債権及び

たな卸資産の減少額の合計が、仕入債務及び未成工事受入金の減少額の合計を下回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果、使用した資金は５億11百万円（前年同四半期比164.0%増）となりました。これは主に関係会社に

よる事業用土地の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果、獲得した資金は23億48百万円（前年同四半期比6.9%増）となりました。これは主に短期借入金の

純増加によるものであります。

この結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末と比べ２億　73

百万円の減少となりました。　　　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

(4）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、86百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

 8/32



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。　

会社名

事業所名
所在地

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

㈱ピーエスケー

(仮称)富津工場

千葉県

富津市

土木建設

事業

建設工事

用設備
未定 667

自己資金

及び借入金
平成22年8月 未定 未定

（注）１．上記金額には、消費税等は含んでおりません。

２．工場移転を前提とした工場用地の先行取得を行いましたが、投資予定総額及び設備能力等については、

現在計画立案中であり、未定であります。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

第一種後配株式 7,500,000

計 110,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,537,429 32,537,429
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

単元株式数

100株

第一種後配株式

（注１）　
7,500,000 7,500,000非上場・非登録

(注２～４)

単元株式数

100株

計 40,037,429 40,037,429 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。 

２．第一種後配株式の内容

１）議決権

第一種後配株式は全て議決権を有しております。

２）配当

①平成17年３月期までは、利益配当は行いません。

②平成18年３月期以降、普通株式に対して１株につき年12円以上の利益配当または剰余金の配当をする場合

は、後配株式１株につき年24円の利益配当または剰余金の配当を行います。

３）取得の請求

①株主のオプション

イ）取得を請求し得べき期間

平成17年７月31日以降

ロ）取得の条件

普通株式の時価が800円以上になった場合

ハ）取得株式数

取得株式数＝ (400円÷取得時期における時価) ×２× (１＋0.014)ｎ
 ※

但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。

※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。
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②会社のオプション

イ）取得の請求

ａ）取得時期

平成17年７月31日以降

ｂ）取得の条件

普通株式の時価が800円以上になった場合

ｃ）取得株式数

取得株式数＝ (400円÷取得時期の時価) ×２× (１＋0.014)ｎ
 ※

但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。

※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。

ロ）取得

ａ）可能期間

平成18年７月31日以降

ｂ）取得の条件

800円× (１＋0.014)ｎ
 ※

ｃ）取得可能株式数

後配株式の全部又は一部を取得することができます。

※ｎは平成14年７月31日から取得する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。

③その他の場合における取得

後配株式は、平成24年７月31日以降、以下の算式により普通株式を株主に交付するのと引換えに取得で

きます。

取得株式数＝（400円÷取得時期の時価）×2.30

但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

④普通株式への転換または取得と配当

①、②または③により、後配株式の取得と引換えに交付された普通株式に対する最初の利益配当また

は剰余金の配当は、転換の請求、一斉転換、取得の請求又は一斉取得が４月１日から９月30日までになさ

れたときは４月１日に、10月１日から３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換または

取得があったものとみなしてこれを支払います。

４）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

３．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容 

権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めはありません。　

４．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容　 

 当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはありません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

11/32



（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 
第１四半期会計期間

（平成22年４月１日から
平成22年６月30日まで）

第２四半期会計期間
（平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数（個）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） － －

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
－ －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計

（個）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等

（円）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百

万円）

－ －

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 40,037,429 － 4,218 － 8,110
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三菱マテリアル株式会社

（内　第一種後配株式）

東京都千代田区大手町一丁目３番２号

 

15,945

(3,642)

39.83

(9.10)

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場二丁目３番５号 4,491 11.22

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（内　第一種後配株式）

東京都港区浜松町二丁目11番３号

 

1,990

(1,928)

4.97

(4.82)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

（内　第一種後配株式）

東京都千代田区丸の内二丁目７番１号

 

1,990

(1,928)

4.97

(4.82)

住友電気工業株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,834 4.58

岡山県 岡山市北区内山下二丁目４番６号 839 2.10

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目３番１号 627 1.57

三菱地所株式会社 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 496 1.24

ピーエス三菱従業員持株会 東京都中央区晴海二丁目５番24号 440 1.10

株式会社大林組 東京都港区港南二丁目15番２号 400 1.00

計 －
29,055

(7,500)

72.57

(18.73)

　（注）所有株式数は、千株未満を切捨て表示しております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

136,000

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式　100株

完全議決権株式（その他）

普通株式

32,357,700

 

323,577
同上

第一種後配株式

7,499,800

 

74,998

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式　100株

単元未満株式

 

 普通株式

43,729
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

１単元（100株）未満の株式

第一種後配株式

200
－　

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

１単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 40,037,429－ －

総株主の議決権 － 398,575 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「普通株式の株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株含

まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれ

ております。

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　

株式会社ピーエス三

菱

東京都中央区晴海二

丁目５番24号
136,000  － 136,000 0.34

計 － 136,000  － 136,000 0.34

（注）当第２四半期末（平成22年９月30日）の自己株式は、136,049株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.34％）となっております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 335 350 308 278 258 239

最低（円） 318 270 276 230 174 178

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。

なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日ま

で）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人とな

りました。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,223 8,574

受取手形・完成工事未収入金等 22,245 34,708

未成工事支出金 ※2
 9,250

※2
 8,784

その他のたな卸資産 ※1
 1,284

※1, ※2
 1,842

繰延税金資産 20 30

未収入金 3,285 3,840

その他 679 337

貸倒引当金 △105 △156

流動資産合計 42,884 57,963

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,537 7,556

機械、運搬具及び工具器具備品 10,201 10,437

土地 9,414 9,093

リース資産 65 58

建設仮勘定 82 10

減価償却累計額 △14,560 △14,645

有形固定資産計 12,740 12,510

無形固定資産 36 36

投資その他の資産

投資有価証券 ※5
 1,061

※5
 1,138

破産更生債権等 2,788 2,804

繰延税金資産 272 260

その他 3,332 3,452

貸倒引当金 △2,834 △2,842

投資その他の資産計 4,620 4,813

固定資産合計 17,396 17,360

資産合計 60,281 75,323
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 20,297 27,996

短期借入金 5,028 10,434

1年内返済予定の長期借入金 1,500 1,500

未払法人税等 186 402

未成工事受入金 6,679 7,515

賞与引当金 127 117

完成工事補償引当金 216 220

工事損失引当金 ※2
 440

※2
 572

その他 2,651 4,003

流動負債合計 37,127 52,763

固定負債

退職給付引当金 3,349 3,245

役員退職慰労引当金 180 178

再評価に係る繰延税金負債 1,944 2,070

資産除去債務 94 －

その他 58 59

固定負債合計 5,627 5,554

負債合計 42,755 58,317

純資産の部

株主資本

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 3,491 2,769

自己株式 △60 △60

株主資本合計 15,760 15,038

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 40 88

土地再評価差額金 1,643 1,827

為替換算調整勘定 81 10

評価・換算差額等合計 1,765 1,925

少数株主持分 0 41

純資産合計 17,526 17,005

負債純資産合計 60,281 75,323
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※2
 52,619

※2
 39,261

売上原価 48,318 35,169

売上総利益 4,300 4,091

販売費及び一般管理費 ※1
 3,405

※1
 3,250

営業利益 894 841

営業外収益

受取利息 18 7

受取配当金 6 6

持分法による投資利益 5 －

為替差益 170 －

スクラップ売却益 10 13

還付加算金 1 －

その他 16 21

営業外収益合計 228 49

営業外費用

支払利息 140 69

持分法による投資損失 － 19

為替差損 － 103

その他 33 28

営業外費用合計 174 220

経常利益 949 670

特別利益

固定資産売却益 34 10

貸倒引当金戻入額 403 53

その他 19 2

特別利益合計 457 66

特別損失

固定資産除売却損 5 54

減損損失 ※3
 67 －

退職特別加算金 42 －

転進支援費用 45 －

関係会社清算損 － 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 91

その他 4 1

特別損失合計 165 207

税金等調整前四半期純利益 1,240 529

法人税、住民税及び事業税 329 127

法人税等調整額 △66 △95

法人税等合計 263 32

少数株主損益調整前四半期純利益 － 497

少数株主損失（△） △4 △41

四半期純利益 982 538
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※2
 31,322

※2
 20,285

売上原価 28,793 18,530

売上総利益 2,528 1,754

販売費及び一般管理費 ※1
 1,768

※1
 1,632

営業利益 759 122

営業外収益

受取利息 12 1

受取配当金 1 0

持分法による投資利益 0 －

スクラップ売却益 7 4

その他 11 7

営業外収益合計 32 14

営業外費用

支払利息 82 28

持分法による投資損失 － 7

為替差損 － 142

その他 23 9

営業外費用合計 106 188

経常利益又は経常損失（△） 685 △51

特別利益

固定資産売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 288 13

その他 19 2

特別利益合計 307 17

特別損失

固定資産除売却損 2 2

減損損失 ※3
 67 －

退職特別加算金 35 －

関係会社清算損 － 60

その他 3 －

特別損失合計 108 62

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

885 △96

法人税、住民税及び事業税 209 51

法人税等調整額 △69 △3

法人税等合計 139 47

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △144

少数株主損失（△） △9 △36

四半期純利益又は四半期純損失（△） 754 △107
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,240 529

減価償却費 339 302

持分法による投資損益（△は益） △5 19

減損損失 67 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

退職特別加算金 42 －

転進支援費用 45 －

関係会社清算損益（△は益） － 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 91

退職給付引当金の増減額（△は減少） △623 103

受取利息及び受取配当金 △24 △14

支払利息 140 69

為替差損益（△は益） △164 98

売上債権の増減額（△は増加） 10,959 12,455

たな卸資産の増減額（△は増加） △867 89

仕入債務の増減額（△は減少） △10,305 △7,650

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,228 △836

その他 △1,745 △1,520

小計 328 3,796

利息及び配当金の受取額 26 13

利息の支払額 △136 △61

退職特別加算金の支払額 △545 －

転進支援費用の支払額 △43 －

法人税等の支払額 △112 △348

営業活動によるキャッシュ・フロー △484 3,401

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △478 △874

有形固定資産の売却による収入 111 318

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 35 6

その他 10 203

投資活動によるキャッシュ・フロー △322 △346

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,200 △5,397

長期借入れによる収入 1,500 －

リース債務の返済による支出 △6 △5

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,706 △5,403

現金及び現金同等物に係る換算差額 9 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,503 △2,351

現金及び現金同等物の期首残高 9,722 8,574

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,219

※1
 6,223
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月

31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ０百万円、税金等調整前

四半期純利益は91百万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は94百万円であります。　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」は営業外

費用総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。

なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用の「その他」に含まれております「為替差損」は10百万円でありま

す。　

２．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒

実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を

省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び負

債の算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目等を重要なもの

に限定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、一時差異の発生状況等につ

いて前連結会計年度末から著しい変化がないと認められるため、前連結会

計年度末において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングを

利用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳　 ※１　その他のたな卸資産の内訳　

商品及び製品 56百万円

仕掛品 1,040 

原材料及び貯蔵品 185 

兼業事業支出金　 2 

計　 1,284 

商品及び製品 22百万円

仕掛品 1,098 

原材料及び貯蔵品 192 

兼業事業支出金　 529 

計 1,842 

※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は193百万円

であります。

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は244百万円（う

ち、未成工事支出金208百万円、その他のたな卸資産36

百万円)であります。 

３　偶発債務　　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行って

おります。　

３　偶発債務　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行って

おります。　

三菱マテリアル㈱ 890百万円 三菱マテリアル㈱ 904百万円

取引先の手付金に対し保証を行っております。 取引先の手付金に対し保証を行っております。

㈱グランイーグル 61百万円

㈱ゴールドクレスト 67　

　計 128　

㈱グランイーグル 12百万円

 ───────  ４　受取手形割引高 601百万円

※５　下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局に

差し入れております。

投資有価証券 　39百万円

※５　下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局に

差し入れております。

投資有価証券  21百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,314百万円

賞与引当金繰入額 39 

退職給付費用 154 

役員退職慰労引当金繰入額 27 

貸倒引当金繰入額 63 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,288百万円

賞与引当金繰入額 34 

退職給付費用 127 

役員退職慰労引当金繰入額 41 

※２　当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業に

おいては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

※２　　　　　　　　　　同左

※３　減損損失

当社グループは、固定資産を共用資産、支店資産、工

場資産、遊休資産に分類しさらに、支店資産については

支店ごとに、工場資産については工場ごとにグルーピ

ングしております。

　これらの資産グループのうち、投資資金の回収が困難

であると判断される遊休資産については、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。

　減損損失の金額は67百万円であり、その内訳は機械装

置０百万円、工具器具備品０百万円、土地66百万円であ

ります。　

用　途 場　所　 種　類
減損損失

(百万円)　

遊休資産
七尾工場

石川県七尾市　

土地・機械装置

等　
67

なお、回収可能価額は、正味売却価額を使用してお

り、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士からの

評価額から建物等の処分費用見込額を差し引いて算定

しております。

─────── 

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

24/32



前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 650百万円

賞与引当金繰入額 25 

退職給付費用 73 

役員退職慰労引当金繰入額 13 

貸倒引当金繰入額 62 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 655百万円

賞与引当金繰入額 18 

退職給付費用 67 

役員退職慰労引当金繰入額 18 

※２　当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業に

おいては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

※２　　　　　　　　　　同左

※３　減損損失

当社グループは、固定資産を共用資産、支店資産、工

場資産、遊休資産に分類しさらに、支店資産については

支店ごとに、工場資産については工場ごとにグルーピ

ングしております。

　これらの資産グループのうち、投資資金の回収が困難

であると判断される遊休資産については、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。

　減損損失の金額は67百万円であり、その内訳は機械装

置０百万円、工具器具備品０百万円、土地66百万円であ

ります。　

用　途 場　所　 種　類
減損損失

(百万円)　

遊休資産
七尾工場

石川県七尾市　

土地・機械装置

等　
67

なお、回収可能価額は、正味売却価額を使用してお

り、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士からの

評価額から建物等の処分費用見込額を差し引いて算定

しております。

─────── 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関係

現金預金勘定 7,219百万円

現金及び現金同等物 7,219 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関係

現金預金勘定 6,223百万円

現金及び現金同等物 6,223 
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　32,537千株

第一種後配株式　　　　　 7,500千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 136千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

建設事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、建設事業を中心に事業活動を展開しており、本社に土木・建築別の事業本部、製造事業やその他事

業を管理する部署を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社は、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「土木建設事業」、「建築建設事業」、「製

造事業」及び「その他兼業事業」の４つを報告セグメントとしております。

「土木建設事業」は、土木工事の施工請負等、「建築建設事業」は、建築工事の施工請負等、「製造事業」

は、コンクリート製品の製造販売等、「その他兼業事業」は、不動産事業及び損害保険代理業等を行っており

ます。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   22,94114,263　 605　 1,451　 39,261　 －　 39,261　
セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,651　 143　 1,421　 411　 3,627　 △3,627　 －　

計 24,592　 14,406　 2,026　 1,863　 42,889　 △3,627　 39,261　

セグメント利益

（売上総利益）　
2,834　 1,038　 99　 154　 4,126　 △34　 4,091　
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当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   12,0686,976　 124　 1,116　 20,285　 －　 20,285　
セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,022　 143　 994　 102　 2,262　 △2,262　 －　

計 13,090　 7,119　 1,118　 1,218　 22,547　 △2,262　 20,285　

セグメント利益

又は損失（△）

（売上総利益）　

1,509　 494　 △25　 75　 2,054　 △299　 1,754　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 4,126

調整額（セグメント間取引消去） △34

販売費及び一般管理費 △3,250

四半期連結損益計算書の営業利益 841

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 2,054

調整額（セグメント間取引消去） △299

販売費及び一般管理費 △1,632

四半期連結損益計算書の営業利益 122

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 439.23円 １株当たり純資産額 425.16円

２．１株当たり四半期純利益又は損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 30.32円 １株当たり四半期純利益金額 16.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 982 538

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 982 538

期中平均株式数（千株） 32,401 32,401

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 23.29円 １株当たり四半期純損失金額 3.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在しますが１株当たり四半期純損失が

計上されているため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益又は損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は損失(△)（百万円） 754 △107

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は損失(△)

（百万円）
754 △107

期中平均株式数（千株） 32,401 32,401

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　(1）決算日後の状況

特記事項はありません。

 

　(2）重要な訴訟等

特記事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月９日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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